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●資料Ⅰ－１ 地震発生確率

　出典：「長期評価による地震発生確率値の更新について　令和5年1月13日　地震調査研究推進本部地震調査委員会」

※部分拡大
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●資料Ⅰ－２ 注意報・警報等（気象庁）

■津波

■高潮・波浪・風

　出典：気象庁ＨＰ資料の抜粋
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●資料Ⅰ－３ 南海トラフ地震に関連する情報（気象庁）

　出典：気象庁ＨＰ資料の抜粋
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●資料Ⅰ－４ 東南海・南海地震の震度・液状化予測（徳島県）
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●資料Ⅱ－１ 東日本大震災以降の各種対策・計画等一覧

国 徳島県 その他

平成23年9月
〇
内閣府

「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告」（津波レベルと対策
の基本的考え方）

平成24年8月
〇
内閣府

南海トラフの巨大地震による津波高・浸水域等の公表

平成24年10月 〇 「徳島県津波浸水想定（最大規模）」の公表

平成25年3月 〇 「徳島県 設計津波の水位」の設定

平成25年3月 〇 「津波に対する水門・陸閘等の操作指針」の策定

平成25年4月 〇
〇
市町村

「徳島県及び市町村の災害時相互応援協定」の締結

平成25年6月
〇
国交省

防災・減災の推進に向けた水防法の改正

平成26年3月 〇 「津波災害警戒区域（イエローゾーン）」の指定

平成26年3月
〇

四国地整
〇

「徳島小松島港の機能継続のための対応指針・活動指針」
【港湾ＢＣＰ（徳島小松島港）】

平成27年3月
〇
国交省

「港湾の事業継続計画策定ガイドライン」

平成27年11月
〇

四国地整
〇

〇
各種機関

「災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する包括的協定」

平成28年2月
〇

四国地整
〇

「大規模災害時における橘港の機能継続計画」
【港湾ＢＣＰ（橘港）】

平成28年3月
〇

四国道路協
〇

〇
各種機関

「四国広域道路啓開計画」(四国道路啓開等協議会)

平成28年3月 〇 「徳島県漁業版事業継続計画（県漁業版ＢＣＰ）」

平成28年7月 〇 「瀬戸内海に係る緊急確保航路の指定」（徳島小松島港）

平成29年7月 〇 「国土交通大臣による港湾施設の管理制度」の創設（港湾法改正）

平成29年12月 〇 「大規模地震・津波等発生時の緊急物資輸送に係る瀬戸内海等における航路啓開活動に関する申合せ」

平成30年12月
〇
内閣府

「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応のあり方について（報告）」

平成30年12月 〇 「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針」

平成31年1月 〇 「徳島県広域防災活動計画」（改定最新版）

平成31年3月 〇
「大規模災害時における浅川港の機能継続計画」
【港湾ＢＣＰ（浅川港）】

平成31年3月
○
国交省

「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策ガイドライン（改訂版）」

令和2年1月 ○ 「徳島県高潮浸水想定区域図」公表

令和2年5月
〇
国交省

「港湾の事業継続計画策定ガイドライン（改訂版）」

令和3年2月 〇 「瀬戸内海に係る緊急確保航路」の追加（橘港）

令和3年2月
〇

四国地整
「緊急確保航路等航路啓開計画」第2版

令和3年2月
〇

四国会議
「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画」第4版

令和3年3月
〇
国交省

「港湾の事業継続計画策定ガイドライン（改訂版）」

令和3年3月
〇
国交省

「海・船の視点から見た港湾強靱化とりまとめ Ver. 1」

令和4年3月
〇

徳島道路協
「徳島県道路啓開計画（南海トラフ地震対策編）令和4年3月版」

令和4年12月
〇

四国地整
〇

〇
各種機関

「災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する包括的協定」（改訂）

令和5年3月
〇

四国地整
○

〇
各種機関

「四国広域道路啓開計画」（四国道路啓開等協議会）改訂

令和5年5月
〇
内閣府

「南海トラフ巨大地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（最新版）

令和5年5月 ○ 「災害時物流体制確保マニュアル（改訂）」

令和5年8月
〇
国交省

「ふ頭ごとの津波リスク評価ガイドライン」

令和5年8月
〇
国交省

「係船設備の安全評価に関するガイドライン」

策定等年月
策定等の主体（略称を含む）

策定指針・計画等（略称を含む）
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●資料Ⅱ－２ 国の航路・港湾に関する施策（１）

　　　出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画(令和3年2月)」

非常災害時における物資輸送のための航路確保、港湾施設点検・応急復旧、利用調整

等を図るために、以下の施策がとられた。

〇「港湾法」の改正（平成29年7月）

・港湾管理者からの要請により国が港湾管理業務を実施可能とする。

〇航路啓開に関する申し合わせ（平成29年12月）

（近畿・中国・四国・九州の各地方整備局、第五・第六・第七管区海上保安部）

・複数機関が連携し、あらかじめ合意を図ることで、迅速な航路啓開活動を開始する。

〇「緊急確保航路等航路啓開計画」（平成30年3月策定）
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●資料Ⅱ－２ 国の航路・港湾に関する施策（２）
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●資料Ⅱ－２ 国の航路・港湾に関する施策（３）

　　　　　　　出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画(令和3年2月)」
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●資料Ⅱ－３ 国の応急活動計画におけるタイムライン

　出典：「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画（令和5年5月23日）」
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●資料Ⅱ－４ 四国における港湾・関係機関との連携・協定等

　　出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画(令和3年2月)」

 出典：「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画(令和3年2月)」

各種ＢＣＰ、航路啓開計画との関係図

包括的協定のイメージ

四国においては、各港湾・企業等のＢＣＰや防災計画間の整合性を確保するとともに、

航路啓開計画との連携を図ることにより、計画の実効性を高めるための計画の策定と活

動が実施されている。

また、計画の円滑かつ適正な実行に資するため、連携主体である四国の港湾管理者及

び四国地方整備局、港湾関係団体が平成27年11月に、「災害発生時における緊急的な応

急対策業務に関する包括的協定」を締結した。
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●資料Ⅱ－５ 四国・徳島県の道路啓開計画

出典：「徳島県道路啓開計画（南海トラフ地震対策編）令和4年3月版」

四国扇作戦（優先的に啓開する「進出ルート」）

四国道路啓開等協議会は、平成28年3月、南海トラフ地震発生後の迅速な道路啓開が可

能となるよう各県における道路啓開計画とあわせ、道路啓開の考え方や手順、事前に備

えるべき事項等を定めた「四国広域道路啓開計画」を策定した。

また、徳島県道路啓開計画策定等協議会は、「徳島県道路啓開計画（南海トラフ地震

対策編）平成29年3月」を策定（令和4年3月改定）した。
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●資料Ⅱ－６ 徳島県の緊急輸送道路

出典：「徳島県地域防災計画　令和5年1月　徳島県防災会議」
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●資料Ⅱ－７台風等災害防止の体制区分、措置内容

資-13

（徳島小松島港台風・津波災害防止措置実施要領より抜粋）



●資料Ⅱ－８ 津波災害に対する体制区分、措置内容

出典：「徳島県地域防災計画　令和5年1月　徳島県防災会議」
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●資料Ⅱ－９ 住民の避難行動モデル（１） ＜半割れ－県南部（津波浸水想定区域内）＞

　出典：「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針　平成30年12月　徳島県」
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●資料Ⅱ－９ 住民の避難行動モデル（２） ＜半割れ－県北部（津波浸水想定区域内）＞

　出典：「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針　平成30年12月　徳島県」

資-16



●資料Ⅱ－９ 住民の避難行動モデル（３） ＜半割れ－内陸部（津波浸水想定区域外）＞

　出典：「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針　平成30年12月　徳島県」
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●資料Ⅱ－９ 住民の避難行動モデル（４） ＜一部割れ・ゆっくりすべり－県内全域＞

　出典：「徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応方針　平成30年12月　徳島県」
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●資料Ⅲ－１ 被害状況記入票

【利用方法】

「4.2 重要機能継続のための活動」において、施設・設備等の点検の結果、被害状況

を記録し情報提供する際に活用できます。

宛先：

　TEL：　　　　　　　　　　（内線　　　）

　FAX：

　e-mail：

◆担当者名

◆港湾施設・荷役機械等の被害状況

地区 施設区分

被害箇所
被害状況

問題点
・

協議必要事項
摘要

被害状況

◆記入日時  平成　　　年　　　月　　　日　　　（時刻：　　　時　　　分）

◆機関組織名・部署名

◆連絡先(TEL/FAX)                                /

◆連絡先(e-mail)

港湾ＢＣＰ（徳島小松島港・橘港・浅川港）協議会　事務局
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●資料Ⅲ－２ 事業所・施設等の復旧計画記入票

【利用方法】

「4.2 重要機能継続のための活動」において、各事業所・施設等の復旧計画を情報提供する

際に活用できます。

宛先：

　TEL：　　　　　　　　　　（内線　　　）

　FAX：

　e-mail：

◆担当者名

◆復旧対象事業

(例１)

○月□日
09:00

○○(株)
　□□事業所

[復旧規模]
平常時生産
能力の約1/4
規模

○○○生産活動再開のための関連施
設・設備の応急復旧作業

○○(株)の
関係設備会社

・備蓄材料を使用した生
産活動を一部再開するこ
とを目標とする。
・目標時期に再開する
と、備蓄材料は○月△日
で無くなる予定である。

(例２)

○月△日
17:00

○○岸壁(-○m)
△△埠頭用地

延　長：○m
　幅　：○m
厚・高：○m

岸壁のエプロン・埠頭用地の応急復旧
・大型土嚢設置　：1段,端部全長(○m)
・砕石投入・均し：平均厚0.5m
・敷鉄板敷設　　：砕石天端全面
　　　　　　　　　(約○m2)

○○建設

○○岸壁に至る水域啓開
完了予定○月△日の翌日
に原材料の□□を運搬船
により海上運搬・陸揚げ
予定である。

作業実施者

(例)○○○生産活動の再開

備　考

◆連絡先(TEL/FAX) /

◆連絡先(e-mail)

復旧目標
日時

対象とする
事業所・施設
の名称・規格

規模
寸法・数量

等
作業概要

◆機関組織名・部署名

事業所・施設等の復旧計画
港湾ＢＣＰ（徳島小松島港・橘港・浅川港）協議会　事務局

◆送付日時  平成　　　年　　　月　　　日　　　（時刻：　　　時　　　分）
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●資料Ⅲ－３ 関係主体の連絡先一覧表

組織名 順序 役職 氏名 携帯TEL TEL FAX e-mail 住所

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

①
②
③

①
②
③

①
②
③

①
②
③

①
②
③

連絡先
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　 ●資料Ⅲ－４ 大規模災害時の活動・情報伝達チェックリスト

【利用方法】

各会員の役割・行動が異なるため、チェックすべき内容もそれぞれ違ったものになります。

このため、次頁以下に示すチェックリストについて、下図に例示するようにチェックすべき内

容を選択し、各機関・組織に適するチェックリストを作成します。

本チェックリストは、「4.2 重要機能継続のための活動」と対応させて活用できます。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

災
害
時
の
体
制
設
置

安否確認 会員は、職員の安否を確認したか

安否情報集約 会員は、職員の安否、参集予定等の情報を集約したか

災害対策本部
・支部設置

会員は、災害対策本部（支部）を設置したか

会員は、使用できる通信手段を確保したか

県本部は会員に体制設置の情報発信を要請し、会員は発信したか

情報共有
県本部は、会員からの体制設置情報を集約したか

県本部は会員に集約した会員の体制設置情報を発信し、会員は確認したか

応
急
復
旧
方
策
の
決
定

被災状況の
初期把握

会員は、被災状況の把握にあたり二次災害の危険性は無いことを確認したか

会員は、港湾周辺部の初期被災情報を収集したか

被災状況の
情報共有

県本部は会員に港湾周辺部の初期被災情報の発信を要請し、会員は発信したか

施設点検

会員は、所管施設・設備等の点検を開始したか

会員は、所管施設・設備等の点検を完了し、点検結果をとりまとめたか

県本部は会員に点検結果の情報発信を要請し、会員は発信したか

情報共有

県本部は国土交通省への港湾施設管理移管に関する決定事項を発信し、会員は確認したか

県本部は、会員からの点検結果情報を集約したか

県本部は集約した点検結果情報を発信し、会員は確認したか

県本部は、港湾周辺部の初期被災情報を集約したか

県本部は会員に集約した初期被災情報を発信し、会員は確認したか

国への
管理移管

県本部は、国土交通省への港湾施設の管理移管の要請を決定したか

県本部は、国土交通省への港湾施設の管理移管を要請したか

県本部は、国土交通省への港湾施設管理移管決定事項を確認したか

該当しないチェック内容は、図示のよう

にハッチングを付します。
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本部 支部

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

応
急
復
旧
方
策
の
決
定

機関・組織名称

応
急
復
旧
の
実
施

[陸上]
啓開・
応急復旧
の実施

県支部は土木事業者等に応急復旧作業の実施を指示し、土木事業者等は指示を受領したか

土木事業者等は県支部に応急復旧作業開始を報告し、県支部は受領したか

土木事業者等は応急復旧作業を完了したのちに県支部に報告し、県支部は確認したか

県支部は応急復旧状況を確認し土木事業者等に適否を連絡し、土木事業者等は受領したか

県支部は県本部に応急復旧作業完了を報告し、県本部は確認したか

[水域]
水域啓開
・障害物除去
水深確保状況
の確認

県支部は土木事業者等に水域啓開・障害物除去実施を指示し、土木事業者等は受領したか

土木・測量事業者等は保安部に港内作業許可申請書を提出し、保安部は受理したか

土木・測量事業者等は県支部に港内作業許可受領を報告し、県支部は確認したか

土木事業者等は県支部に水域啓開・障害物除去作業開始を報告し、県支部は受領したか

土木事業者等は水域啓開・障害物除去作業を完了したのちに県支部に報告し、県支部は確認したか

県支部は測量事業者等に水深確保状況確認作業の実施を指示し、測量事業者等は受領したか

測量事業者等は水深確保状況確認作業を完了したのちに県支部に報告し、県支部は確認したか

県支部は土木事業者等に水深確保状況に応じた対応を連絡し、土木事業者等は受領したか

県支部は海上保安部に水深確保状況測定記録を提出し、海上保安部は受領したか

県支部は県本部に水域啓開・障害物除去作業完了を報告し、県本部は確認したか

情報共有
県本部は、啓開・応急復旧等完了情報を集約したか

県本部は集約した啓開・応急復旧等完了情報を情報発信し、会員は確認したか

情報共有

県本部は国土交通省への港湾施設管理移管に関する決定事項を発信し、会員は確認したか

県本部は、会員からの点検結果情報を集約したか

県本部は集約した点検結果情報を発信し、会員は確認したか

要員・資機材
の状況確認
要請（協会等）

県支部は、県本部に要員・資機材の確認要請を行ったか

県本部は、県支部から確認要請連絡を受領し、集約したか

県本部は土木事業者等に確認要請を行い、土木事業者等は回答したか

県本部は、土木事業者等から確認要請受諾の連絡を受領したか

情報収集
県本部は要員・資機材の情報収集を完了し、集約したか

県本部は県支部に要員・資機材の情報収集結果を連絡し、県支部は確認したか

[陸上]
啓開・応急
復旧方策の
検討・決定

県支部は土木事業者等に対応方法検討要請を行い、土木事業者等は回答したか

県支部は、土木事業者等から対応方法検討要請受諾の連絡を受領したか

土木事業者等は県支部に対応方法検討結果を報告し、県支部は修正事項がないことを確認したか

県支部は応急復旧方策を決定したのちに県本部に連絡し、県本部は確認したか

[水域]
水域啓開方策の
検討・決定

県支部は土木事業者等に対応方法検討要請を行い、土木事業者等は回答したか

県支部は、土木事業者等から対応方法検討要請受諾の連絡を受領したか

土木事業者等は県支部に対応方法検討結果を報告し、県支部は修正事項がないことを確認したか

県支部は水域啓開方策を決定したのちに県本部に連絡し、県本部は確認したか

情報共有

被災状況の
情報共有

県本部は会員に港湾周辺部の初期被災情報の発信を要請し、会員は発信したか

県本部は、港湾周辺部の初期被災情報を集約したか

県本部は会員に集約した初期被災情報を発信し、会員は確認したか

国への
管理移管

県本部は、国土交通省への港湾施設の管理移管の要請を決定したか

県本部は、国土交通省への港湾施設の管理移管を要請したか

県本部は、国土交通省への港湾施設管理移管決定事項を確認したか

施設点検

会員は、所管施設・設備等の点検を開始したか

会員は、所管施設・設備等の点検を完了し、点検結果をとりまとめたか

県本部は会員に点検結果の情報発信を要請し、会員は発信したか

安否確認

安否情報集約災
害
時
の
体
制
設
置

会員は、職員の安否を確認したか

会員は、職員の安否、参集予定等の情報を集約したか

災害対策本部
・支部設置

会員は、災害対策本部（支部）を設置したか

会員は、使用できる通信手段を確保したか

県本部は会員に体制設置の情報発信を要請し、会員は発信したか

情報共有
県本部は、会員からの体制設置情報を集約したか

県本部は会員に集約した会員の体制設置情報を発信し、会員は確認したか

被災状況の
初期把握

会員は、被災状況の把握にあたり二次災害の危険性は無いことを確認したか

会員は、港湾周辺部の初期被災情報を収集したか

No.

大規模災害時の活動・情報伝達チェックリスト

活動
区分

活動項目 No. チェック内容
関係

市町村

施設管理者 保安部
運輸局
ＣＩＱ

民間
事業者

県本部は、啓開・応急復旧方策の情報集約を行ったか

県本部は集約した啓開・応急復旧方策を情報発信し、会員は確認したか
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本部 支部

機関・組織名称

No.

大規模災害時の活動・情報伝達チェックリスト

活動
区分

活動項目 No. チェック内容
関係

市町村

施設管理者 保安部
運輸局
ＣＩＱ

民間
事業者

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

100

101

企
業
物
流
の
継
続

耐震強化岸壁の
利用計画
検討・決定

県本部は、県内各所からの救援物資需要動向の情報集約を行ったか

県本部は、陸路による救援物資輸送の見込みを確認したか

県本部は、耐震強化岸壁の企業物流使用の需要動向を把握したか

県本部は、耐震強化岸壁における企業物流使用の開始時期・供用岸壁延長等を決定したか

耐震強化岸壁企業使
用に関する情報共有

県本部は県支部に耐震強化岸壁使用に関する決定事項を連絡し、県支部は受領したか

県本部は耐震強化岸壁の企業物流使用に関する情報発信を行い、会員は情報確認を行ったか

耐震強化岸壁に
おける企業物流

企業は県支部に耐震強化岸壁の使用申請を行い、県支部は受領したか

県支部は耐震強化岸壁の使用調整を完了したのちに企業に使用可否を連絡し、企業は受領したか

企業は、耐震強化岸壁における着岸支援体制及び荷役体制を構築したか

企業は、耐震強化岸壁におけるＣＩＱ業務体制の構築を確認したか

企業は、耐震強化岸壁における企業物流に関する各種手続きを完了したか

耐震強化岸壁
以外における
企業物流

県支部は、当該岸壁及び航路が使用可能な状態であるか確認したか

企業は県支部に使用申請を行い、県支部は受領したか

県支部は当該岸壁の使用調整を完了したのちに企業に使用可否を連絡し、企業は受領したか

企業は、当該岸壁の着岸支援体制及び荷役体制を構築したか

企業は、当該岸壁におけるＣＩＱ業務体制の構築を確認したか

企業は、当該岸壁における企業物流に関する各種手続きを完了したか

陸上輸送準備

県本部は徳島県トラック協会に救援物資の陸上輸送準備を要請し、徳島県トラック協会は受諾したか

徳島県トラック協会は陸上輸送準備完了後に県本部に連絡し、県本部は受領したか

県本部は県支部に陸上輸送準備完了の連絡をし、県支部は受領したか

着岸支援
・荷役・仕分け

海上運送事業者は県支部に着岸（予定）の連絡をし、県支部は受領したか

県支部は港湾事業者に着岸支援・荷役・仕分け実施を指示し、港湾事業者は受領したか

港湾事業者は着岸支援・荷役・仕分け完了後に県支部に連絡し、県支部は受領したか

陸上輸送

県支部は港湾事業者に陸上運搬車両への救援物資積込みを指示し、港湾事業者は受領したか

港湾事業者は陸上運搬車両への救援物資積込み完了を県支部に連絡し、県支部は受領したか

県支部は県本部に陸上輸送開始を連絡し、県本部は受領したか

県本部は、徳島県トラック協会から陸上輸送完了の連絡を受領したか

県本部は県支部へ陸上輸送完了の連絡を行い、県支部は受領したか

救
援
物
資
の
輸
送

物資及び海上
輸送の要請

関係市町村は県本部に救援物資輸送を要請し、県本部は集約したか

県本部は、陸路からの救援物資輸送見込みを確認したか

県本部は海上運送事業者に救援物資の海上輸送を要請し、海上運送事業者は回答したか

県本部は、海上運送事業者からの要請受諾の連絡を受領したか

耐震強化岸壁
の使用許可

県本部は県支部に海上運送事業者の要請受諾を連絡し、県支部は受領したか

県支部は、耐震強化岸壁及び航路が使用可能な状態であるか確認したか

海上運送事業者は県支部に施設使用許可を申請し、県支部は受領したか

県支部は施設使用可否を海上運送事業者に連絡し、海上運送事業者は施設使用許可を受領したか

水先案内要請
海上運送事業者は水先人会に水先案内要請の連絡を行い、水先人会は受領したか

水先人会は水先案内の実施体制を確認したのちに海上運送事業者に連絡し、海上運送事業者は受領したか

海上輸送計画
の決定

海上運送事業者は海上輸送計画を作成し県本部に提出し、県本部は受領したか

県本部は海上輸送計画確認結果を海上運送事業者に連絡し、海上運送事業者は受領したか

海上運送事業者は徳島運輸支局に海上輸送計画を提出し、徳島運輸支局は受理したか

海上運送事業者は、海上保安部に海上輸送計画を提出したか

海上保安部は救援物資輸送船の航行可否について海上運送事業者に連絡し、海上運送事業者は航行許可を受領したか

海上運送事業者は県本部に救援物資輸送船航行許可受領の連絡をし、県本部は受領したか

県本部は県支部に海上輸送計画を連絡し、県支部は確認したか

着岸支援・荷役
・仕分け準備

県支部は港湾事業者に着岸支援・荷役・仕分け準備の要請をし、港湾事業者は受諾したか

港湾事業者は着岸支援・荷役・仕分け準備を完了したのちに県支部に連絡し、県支部は受領したか
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●資料Ⅲ－５ 事前対策検討チェックリスト

検討期間種別

Ａ－１ 通信手段の確保 ◎

Ａ－２ 発災時の代替拠点 ○

Ａ－３ 協議会会員のＢＣＰ □

Ａ－４ 南海トラフ地震臨時情報への対応 ◎

Ａ－５ 情報交換 ◎

Ｂ－１ 海上輸送 ◎

Ｂ－２ 陸上輸送との連携 ○

Ｃ－１ 流出物推定 ◎

Ｃ－２ 水深確保状況把握 ◎

Ｃ－３ 水域啓開方法 ◎

Ｃ－４ 揚収物処置方法 ◎

Ｃ－５ 船舶・機械・器具の確保（水域啓開） ○

Ｃ－６ 被害状況推定 ◎

Ｃ－７ 復旧レベル設定 ◎

Ｃ－８ 実施の範囲・手順 ◎

Ｃ－９ 作業人員・施工機械の確保 ○

Ｃ－１０ 資材確保 ○

Ｄ－１ 救援物資輸送方式 ◎

Ｄ－２ 実施体制 ○

Ｄ－３ 設備・備品の確保 ○

Ｅ－１ 耐震強化岸壁の利用調整 □

Ｅ－２ 燃料、電力の確保 □

Ｅ－３ 主要港湾間の連携 □

F－１ 沖合退避の迅速化 □

F－２ 係留避泊の安全性向上 □

F－３ 船の衝突・乗揚げの抑制 □

G－１ 想定リスク ◎

G－２ 情報の入手と共有 ◎

G－３ 避難・退避 ○

G－４ 行動計画 ○

記号
◎
○
□Ⅲ ４ヶ年を目途として検討を行う項目

応急復旧方法

検討項目種別 検討期間
Ⅰ ２ヶ年を目途として検討を行う項目
Ⅱ ３ヶ年を目途として検討を行う項目

Ｅ 企業物流継続

F 海・船の視点から見た対策

G 高潮・暴風対策

Ｃ

水域啓開

陸域啓開
・

応急復旧

Ｄ 救援物資輸送

事前対策検討チェック項目一覧

区分 項目

Ａ 情報共有

Ｂ 書類様式の事前作成

資-25



●資料Ⅲ－５ 事前対策検討チェックリスト

Ａ　情報共有

Ａ－１ 記載頁

項目 ①
電話・FAX・電子メール・デジタル簡易無線・SNS等あらゆる通信手段を活用
した会員間情報連絡体制の構築

1 各通信手段の連絡先リストを作成している

2 会員間の連絡系統を定めている

Ａ－２ 記載頁

項目 ① 事業所が被災した場合の代替拠点設置の検討と情報共有

3 代替拠点を決めている

4 代替拠点リストを作成している

Ａ－３ 記載頁

項目 ① 協議会会員のＢＣＰ策定と港湾ＢＣＰへの対応

5 会員企業が企業ＢＣＰを策定している

6 企業ＢＣＰにおいて港湾ＢＣＰとの関係が記述されている

7 企業ＢＣＰにおける港湾ＢＣＰへの対応内容が具体的に記述されている

Ａ－４ 記載頁

項目 ① 港湾における対応

8 臨時情報と防災対応の流れを示している

9 臨時情報発表時における港湾BCPの対応を示している

Ａ－５ 記載頁

項目 ① 防災・減災対策に関する最新の情報交換

10 情報交換を行う場（機会）を設定している

11 情報交換の対象者を決めている

12 情報交換の実施頻度を決めている

Ｂ　書類様式の事前作成

B－１ 記載頁

項目 ① 物資の海上輸送

13 物資輸送（要請）連絡票を作成している

14 海上輸送計画書を作成している

B－２ 記載頁

項目 ① 耐震岸壁における救援物資運搬車両への物資のスムーズな受け渡し方法

15 物資輸送（要請）連絡票を作成している

16 埠頭用地における運搬車両待機、物資積込、走行の計画図を作成している

通信手段の確保

内容

情報交換

発災時の代替拠点

内容

海上輸送

南海トラフ地震臨時情報への対応

内容

協議会会員のＢＣＰ

内容

陸上輸送との連携

内容

内容

内容
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●資料Ⅲ－５ 事前対策検討チェックリスト

C　応急復旧方法（水域啓開）

Ｃ－１ 記載頁

項目 ① 水域啓開計画立案のための流出物の推定

17 流出物種別を推定している

18 優先啓開水域における種別毎の流出物量を推定している

19 流出物の最大質量を推定している

Ｃ－２ 記載頁

項目 ① 航行制限解除に向けた具体的な方法

20 目標（暫定）水深を設定している

21 水深、緯度、経度の計測・記録方法を決めている

22 徳島海上保安部への水深、緯度、経度の記録伝達方法を決めている

Ｃ－３ 記載頁

項目 ① 水域啓開を安全かつ効率的に行う方法

23 水域啓開の領域を設定している

24 水域啓開の順序を設定している

25 水域啓開時の安全確保対策を定めている

Ｃ－４ 記載頁

項目 ① 揚収物の仮収容・移動抑止、陸揚げ・仮置等の処置方法

26 揚収物仮収容水域を定めている

27 揚収物仮収容水域における揚収物移動抑止方法を定めている

28 揚収物陸揚げ・仮置ヤードを定めている

29 揚収物仮収容水域の揚収物の陸揚げ方法を定めている

Ｃ－５ 記載頁

項目 ① 水域啓開船団：起重作業船、潜水士船、測量船、安全監視船、交通船等

30 使用可能性のある船舶のリストを作成している

31 船舶調達先のリストを作成している

32 船舶調達先と協定を締結している

項目 ② 機械：揚収物陸揚機械、陸揚揚収物の集積・運搬車両積込み機械

33 必要な機械のリストを作成している

34 機械調達先のリストを作成している

35 機械調達先と協定を締結している

項目 ③ 機器・備品：測深機器、撮影機器、水上フェンス、ブイ・灯標、標識

36 必要な機器・備品のリストを作成している

37 機器・備品の調達先のリストを作成している

38 機器・備品の保管場所・施設を決めている

39 機器・備品の調達先と協定を締結している

内容

水域啓開方法

内容

揚収物処置方法

内容

船舶・機械・器具の確保（水域啓開）

内容

内容

流出物推定

内容

水深確保状況把握

内容
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●資料Ⅲ－５ 事前対策検討チェックリスト

C　応急復旧(陸上啓開・応急復旧)

Ｃ－６ 記載頁

項目 ① 陸上啓開・応急復旧の計画立案のための被害状況の推定

40 陸上に残る津波漂流物の種類を推定している

41 陸上に残る津波漂流物の種類毎の数量を推定している

42 陸上に残る津波漂流物の最大質量を推定している

43 臨港道路の被害（変状）を推定している

44 埠頭用地の被害（変状）を推定している

45 エプロン部の被害（変状）を推定している

Ｃ－７ 記載頁

項目 ① 応急復旧として実施する施工内容の想定

46 臨港道路の応急復旧に使用する材料、施工方法を検討している

47 埠頭用地の応急復旧に使用する材料、施工方法を検討している

48 エプロン部の応急復旧に使用する材料、施工方法を検討している

Ｃ－８ 記載頁

項目 ① 陸上啓開を安全かつ効率的に行う方法

49 陸上啓開の領域を設定している

50 陸上啓開の順序を設定している

51 陸上啓開時の安全確保対策を定めている

Ｃ－９ 記載頁

項目 ① 陸上啓開・応急復旧にあたる作業者、機械・器具の確保方法

52 陸上啓開・応急復旧にあたることができる建設事業者のリストを作成している

53 建設事業者が保有する人員、機械の位置、数量のリストを作成している

54 建設事業者と協定を締結している

Ｃ－１０ 記載頁

項目 ① 陸上啓開・応急復旧に使用する資材の調達・備蓄

55 必要な資材の種別、必要数量のリストを作成している

56 施工時調達数量と備蓄数量を区分して設定している

57 資材の備蓄場所・施設を決めている

58 資材調達先と協定を締結している

資材確保

内容

実施の範囲・手順

内容

作業人員・施工機械の確保

内容

被害状況推定

内容

復旧レベル設定

内容
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●資料Ⅲ－５ 事前対策検討チェックリスト

Ｄ　救援物資輸送

Ｄ－１ 記載頁

項目 ① 徳島小松島港における救援物資輸送方法

59 耐震強化岸壁における救援物資輸送船舶を想定している

60 想定以外の船舶による救援物資輸送方法を検討している

61 徳島小松島港沖で救援物資を瀬取りする場合の方法を検討している

Ｄ－２ 記載頁

項目 ① 耐震強化岸壁において救援物資を受け入れるための体制確立

62 徳島小松島港近傍箇所における荷役機械保有状況リストを作成している

63 着岸支援、荷役、仕分け、車両積込みの実施可能事業者リストを作成している

64 着岸支援、荷役、仕分け、車両積込みを実施する事業者と協定を締結している

Ｄ－３ 記載頁

項目 ① 耐震強化岸壁において救援物資を受け入れるための設備・備品

65 必要な設備・備品リストを作成している

66 設備・備品の調達先リストを作成している

67 設備の設置場所、備品の保管施設を決めている

68 設備・備品の調達先と協定を締結している

Ｅ　企業物流継続

Ｅ－１ 記載頁

項目 ① 耐震強化岸壁を企業活動において利用する場合の調整

69 利用する可能性がある企業等のリストを作成している

70 企業毎の取り扱い物資の種別・量・使用船舶等の想定情報を収集している

71 利用調整の方法を検討している

Ｅ－２ 記載頁

項目 ① 耐震強化岸壁において企業物流を行うための燃料、電力の確保

72 利用する可能性がある企業等のリストを作成している

73 燃料の調達方法を検討している

74 電力・電気設備等の導入・設置・利用方法を検討している

Ｅ－３ 記載頁

項目 ① 徳島小松島港が有する機能の他港への代替や他港との協力関係

内容 75 徳島小松島港近隣港湾との連携内容について記述している

内容

救援物資輸送方式

主要港湾間の連携

耐震強化岸壁の利用調整

内容

燃料、電力の確保

内容

実施体制

内容

設備・備品の確保

内容
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●資料Ⅲ－５ 事前対策検討チェックリスト

F　海・船の視点から見た対策

F－１ 記載頁

項目 ① 沖合退避の迅速化を促進するための施策

76 出船係留の可能性について検討し、関係者と合意形成を図っている

77 各ふ頭のリスク分析を行い、沖合退避の迅速化を図るべきふ頭を抽出している

78
荷役停止や係船索の取り離し等の手順や優先順位等、各関係者がとるべき
行動を検討している

79
離岸までに通常以上の時間を要するふ頭については、自動で係留索を開放
できる係留システムの導入を検討している

80 津波の規模や到達時間を考慮し、引き波に耐え得る航路の増深を検討している

81 沖合退避のルールを定めている

82 安全な沖合水域を検討している

F－２ 記載頁

項目 ① 係留避泊の安全性を向上するための施策

83 新基準の係留索が導入された場合、最適な舫い手法を検討している

84
SOLAS条約改正までに係船柱の安全性照査を行い、ふ頭毎の優先度を勘
案し、津波外力を考慮した係船柱の設置・改良を検討している

85
防舷材についても、基準改訂を視野に入れた検討を進め、優先度を勘案し、
津波外力を考慮した防舷材の設置・改良を検討している

86 防波堤の延伸、粘り強い化、嵩上げ・補強の必要性を検討している

87
堤外地で活動する港湾労働者や船員等が安全に避難できるよう津波避難施
設等の設置を検討している

F－３ 記載頁

項目 ① 船の衝突・乗揚げを抑制するための施策

88 耐震強化岸壁等に接続する近隣施設の耐震性・必要天端高の確保を検討している

89
岸壁等の嵩上げ、乗揚げ防止柵、津波対応型燃料油タンク、津波防御壁等
の設置を検討している

G　高潮・暴風対策

G－１ 記載頁

項目 ① 港湾各部におけるリスクの特定

90 想定事象に対する港湾各部におけるリスクを特定している

91 想定事象に対する周辺港湾の被害状況を想定している

G－２ 記載頁

項目 ① フェーズ別の情報入手、対策実施、情報共有項目の設定

92 フェーズ毎に収集すべき情報についてリストを作成している

93 フェーズ毎の体制の準備・構築、必要な対策について検討している

94 関係者への連絡・情報共有の項目についてチェックリストを作成している

G－３ 記載頁

項目 ① 避難の対象、場所等の設定

95 避難対象者の最小化を検討している

96 対象者毎の避難場所を設定している

G－４ 記載頁

項目 ① フェーズ毎の具体的行動計画策定

内容 97 会員のフェーズ毎の具体的行動計画を策定している

内容

行動計画

情報の入手と共有

内容

避難・退避

内容

内容

船の衝突・乗揚げの抑制

内容

想定リスク

沖合退避の迅速化

内容

係留避泊の安全性向上
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●資料Ⅳ－１ 徳島小松島港の海上取扱貨物とその動向（１）

　出典：「徳島小松島港　中期構想　2020年3月　四国地方整備局　小松島港湾・空港整備事務所、徳島県」

資-31



●資料Ⅳ－１ 徳島小松島港の海上取扱貨物とその動向（２）

　出典：「徳島小松島港　中期構想　2020年3月　四国地方整備局　小松島港湾・空港整備事務所、徳島県」
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●資料Ⅳ－１ 徳島小松島港の海上取扱貨物とその動向（３）

　出典：「徳島小松島港　中期構想　2020年3月　四国地方整備局　小松島港湾・空港整備事務所、徳島県」
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●資料Ⅳ－１ 徳島小松島港の海上取扱貨物とその動向（４）

　出典：「徳島小松島港　中期構想　2020年3月　四国地方整備局　小松島港湾・空港整備事務所、徳島県」
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●資料Ⅳ－１ 徳島小松島港の海上取扱貨物とその動向（５）

　出典：「徳島小松島港　中期構想　2020年3月　四国地方整備局　小松島港湾・空港整備事務所、徳島県」
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●資料Ⅳ－２ 「人の海上輸送活動」について

「人の海上輸送活動」のイメージ

○「人の海上輸送」の必要性

大規模な地震・津波が発生した場合、道路等の交通インフラが被災することによ

り陸上交通機能の寸断が発生し、人の移動も阻害されることが想定される。

そのような状況下においても、徳島小松島港の機能復旧を迅速に実現するために

は、被災施設応急復旧活動を中心とした各種活動の要員が、活動の状況に応じ、現

場や事業所に速やかに移動できる必要がある。

○期待される効果

徳島市の場合、吉野川をはじめとして市内に大小138の河川を擁しており、小松

島市もまた、勝浦川、立江川をはじめ多くの河川を擁しているという特徴があるた

め、陸上交通機能の寸断が発生した場合、内陸部への各種活動の要員の移動におい

て、それらを活用した船舶による人の輸送は、災害時の各種活動の円滑な実施につ

ながるものと考えられる。

○具体的イメージ

人の海上輸送活動は、災害時の徳島市、小松島市において陸上交通機能の寸断が

発生した場合に、徳島小松島港の徳島港区と小松島港区を結ぶ臨時航路を開設する

とともに、市内を流れる河川を活用した内陸部への臨時航路を開設し、人の海上輸

送を実施するものである。そのため、輸送ルートの基点には臨時のターミナルを設

置するとともに、河川上流部（内陸部）の各所には臨時の船着場を設ける必要があ

る（下図参照）。

○今後の取り組み

「人の海上輸送活動」は、当初（平成26年3月版）の港湾ＢＣＰ（徳島小松島

港）において記述されていた活動であるが、この活動を実効性あるものとするため

には多くの課題がある。但し、上記のとおり大規模災害時における有効な対策の一

つとなる可能性があることから、その実現のために船着場等の施設整備や平常時の

利活用方法、大規模災害時における人輸送船舶の確保、臨時航路の運航管理等につ

いて検討を行う必要がある。
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●資料Ⅳ－３ 岸壁断面図
沖洲(外)地区　-7.5m耐震強化岸壁
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沖洲(外)地区　-8.5m耐震強化岸壁
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津田地区　-10m岸壁
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赤石地区　-7.5m耐震強化岸壁
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赤石地区　-13m岸壁
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金磯地区　-11m岸壁

施
工

範
囲

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

陽
極

位
置

は
参

考

φ812.8t=9

+
3.
5
0

+
0.
5
0

-3
3.
0
0

被
覆

石

1:
3

φ914.4t=12.7

+
3.
7
0

+2
.1

0

-1
.0
0

-1
1.
0
0

-1
2.

00

H
.
W.

L
+
1.

80
m

L
.
W.

L
±

0
.0

0
m

M
.
S.

L
+
1.

00
m

-1
.
00

-1
.0
0

-1
.
00

敷
鉄

板

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

合
金

陽
極

防
舷

材
高

性
能

Ｖ
型

-H
60

0×
L1

40
0

海
側

+3
.5
0

+1
.1
0

+1
.
10

φ914.4t=14

係
船
曲

柱
70

0k
N
型

標
準

断
面

図
S=

1/
10

0

ブ
ロ

ッ
ク

No
.9

A列
B列

C列
D列

ペ
ト
ロ

ラ
タ
ム
被

覆

φ812.8t=9

+1
.
10

+1
.
10

15
0
0

2
00

2
00
0

55
0
0

5
50
0

5
50

0

20
00

0

1000

2
00

15
0
0

300

2
50

1
:
10
0

（既設）

（既設）

（
既

設
）

（
既

設
）

資-42



●資料Ⅳ－４ 大規模地震・津波後の調査項目

　出典：「平成30年5月　港湾の施設の技術上の基準・同解説」p.1851

　出典：「平成30年5月　港湾の施設の技術上の基準・同解説」p.1852

1.調査の全体手順

大規模地震・津波後に港湾を災害復旧の拠点として利用するために、各種の被災

状況調査を速やかに実施する必要がある。2011年東日本大震災における対応を踏ま

えた大規模地震・津波後の全体手順を以下に示す。

なお、港湾BCP（徳島小松島港）においては、発災から数日間で完了すべき「初

期調査」及び「緊急復旧調査」を対象とする。

2.1

2.2

3.1

2.初期調査

2.1 被災状況の概略把握調査

津波来襲後、直ちに安全な場所から防波堤、係留施設、航路・泊地、防潮堤等の

被災状況について、目視（双眼鏡、カメラ、ビデオ等も含む）で確認できる範囲で

把握する。また、衛星写真や航空機による写真・映像等を活用し、港湾背後のアク

セス道路を含めた港湾周辺の被害状況の全体像を把握する。

対象 調査手法 着眼点

人工衛星による画像 ・各種港湾施設の被害状況

航空機による空撮 ・港湾周辺の浸水状況

UAVによる空撮 ・瓦礫等による道路閉塞状況

航空レーザ測量 ・水域の海面浮遊物による航路閉塞状況

その他 ・その他

・本体の以上（はらみ出し、傾斜、沈下）

・エプロンの陥没、段差

・エプロン背後地間の瓦礫等による道路閉塞

航路・泊地 ・水域施設の海面浮遊物の量・種類・範囲

防波堤 ・本体の異常（転倒・滑動・傾斜・沈下）

防潮堤 ・高潮等による２次災害の拡大防止

(護岸、堤防、水門、陸閘等) 　（防潮ラインの欠損状況）

港湾周辺全体

係留施設

目視、カメラ、ビデオ
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　出典：「平成30年5月　港湾の施設の技術上の基準・同解説」p.1853

　出典：「平成30年5月　港湾の施設の技術上の基準・同解説」p.1859

2.2 港湾の利用可否の判定調査

緊急物資輸送のルート確定のために、「被災状況の概略把握調査」に続いて行う

現地調査であり、被災状況の概略把握調査に基づき抽出された施設を対象として、

利用可否の判定を行う。判定の結果、緊急物資輸送ルートとしてそのまま利用でき

る施設はそのまま利用する。また、緊急復旧工事が必要とされる施設については、

緊急復旧調査を行う。

3.緊急復旧調査

3.1 港湾啓開に必要な調査

緊急物資輸送船等を早期に受け入れる（港湾啓開）のために、緊急復旧工事を行

えば利用できる施設を対象として、当該工事を行うための工事規模（資機材等の必

要概略数量）を調査する。

対象 着眼点

・構造上の安定が確保されているか

・係留施設の前面地盤における大規模な洗掘が発生していないか

・船舶が接岸できるか

・荷役ができるか

・車両がアクセスできるか

・所要の水深が確保されているか

・水域施設に多量の浮遊物がないか

・海面から障害物が飛び出していないか

防波堤 ・外洋からの波を防ぐことができているか

係留施設

航路・泊地

対象 着眼点 工事概要と工事概算数量の把握方法

・車両通行を妨げるエプロンや背後道 ○砕石投入・敷鉄板敷設等の工事、障害物の除去工事

路部における陥没・段差等の解消 ・目視調査(目視、カメラ等)

　(砕石や盛土、敷鉄板等） ・簡易計測調査(スタッフ、ロッド、ピンホール等)

・車両通行を妨げる障害物の撤去 ・その他

・船舶航行を妨げる海底異常物や係留 ○ガット船等による海底または海中の障害物の除去工事

施設前面の変状を確認し、暫定水深を ・深浅測量

設定 ・潜水士による目視調査

　(海底地形の変化、瓦礫等の種類) ・その他

・高潮や波浪による浸水被害の拡大防 ○土嚢やコンクリートブロック等の敷設工事

止や車両通行の安全性の確保のために ・目視調査(目視、カメラ等)

応急的な防護が必要な箇所 ・簡易計測調査(スタッフ、ロッド、ピンホール等)

　(土嚢、コンクリートブロック等) ・その他

防潮堤等
（主に陸上）

係留施設周辺
（陸上）

航路・泊地
係留施設前面

（海中）
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